
様式４－１

９．経費の内訳 （単位：円）

事業
番号 個別事業名

公募要領の
取組例

予算措置年
度

交付決定事業 総事業費
（A=B+C+D)

本交付金
（B)

他の寄付金等
（C)

自己資金
（D)

備　　考

1
「みやぎの女性活躍促進連
携会議」の運営

２（１）
３年度当初予
算

３年度当初予
算

128,330 64,000 64,330

2
「みやぎの女性活躍促進サ
ポーター」養成事業

２（１）
３年度当初予
算

３年度当初予
算

2,519,000 1,259,000 1,260,000

3 女性活躍ネットワーク事業２（１）
２年度補正予
算

２年度補正予
算

503,432 251,000 252,432

0

合　　計 3,150,762 1,574,000 0 1,576,762

注３）「９．経費の内訳」の「予算措置年度」は、実施主体における予算措置状況について「元年度当初予算」、「元年度補正予算」、「２年度当初予
算」のいずれかを記載してください。

注１）「９．経費の内訳」の「事業番号」及び「個別事業名」は、様式４－１－２と整合性をとって記載してください。

注２）「９．経費の内訳」の「公募要領の取組例」は、公募要領第２【取組例】（１）、（２）、（３）、（４）、（５）又は第４【取組例】（１）、（２）、（３）、（４）から選
択してください。

４．事業内容

①「みやぎの女性活躍促進連携会議」（本体会議・担当者会議）の運営（継続）
　県内の経済団体，各種団体，行政等で構成する連携会議において，女性の活躍促進に関する事業について審議
や評価を行った。また構成団体内での情報共有・情報交換を行い連携強化につなげるとともに，県内各地での女性
活躍関係イベント等への後援を行う。
②「みやぎの女性活躍促進連携会議」自主事業の実施（継続）
　宮城県独自の企業認証政の認証を受けている企業を対象としたセミナーを，オンラインにより実施。
③「みやぎの女性活躍促進サポーター」養成事業【継続】
　研修受講者をサポーターとして認定し，女性活躍に関する正しい理解の共有と啓発，地域における普及啓発を担う
リーダーを育成するための研修及び交流会を実施。
④　女性活躍ネットワーク事業【新規】
　　地域に根ざして女性支援等を行っている，「みやぎの女性活躍促進拠点づくりモデル事業（H29～R1）」で掘り起
こしたＮＰＯ等６団体のネットワーク化と連携を支援し，男女共同参画を推進するための拠点化を進める。各団体の連
携・支援の一環として，県と各団体との主催によるセミナー・研修会等（年３回程度）を開催し，市町村とも連携しなが
ら，県内全域における男女共同参画の普及や女性活躍推進のための気運醸成を図ったもの。

５．事業効果及び
　　効果検証の概要

①「みやぎの女性活躍促進連携会議」（本体会議・担当者会議）の運営（継続）
　本体会議においては，構成団体内における会議は実地により開催し，（一社）ダイバーシティ研究所田村代表理事
による講話をオンラインにより実施し，構成団体においてダイバーシティとしての女性活躍について，知見を深める機
会となった。第１回目の担当者会議は，オンラインにより開催したが，宮城県（東北地方）における女性活躍推進の実
態と働く女性の意識について，現状と課題，対応策の共通認識と意見交換を図るため，調査を行った（公財）東北活
性化センターによる，オンライン講演を実施した。また，各構成団体から女性が県内で就職し住み続けるための取組
について，提言を取りまとめ，県内の経済団体，各種団体，行政等との連携強化につなげるとともに，県内における
男女共同参画や女性活躍推進の環境整備の促進を図った。
②「みやぎの女性活躍促進連携会議」自主事業の実施（継続）
　　「気づいていますか？無意識の思い込み～職場のアンコンシャス・バイアス～」と【イクボスで日本で一番，働きたく
なる街みやぎへ】をテーマに，認証企業のほか，市町村男女共同参画事業担当課も対象に開催することで，官民を
問わず，男女共同参画や女性活躍推進の環境整備を進める，意識啓発及び認識の向上を図ることができた。
③「みやぎの女性活躍促進サポーター」養成事業（継続）
　サポーター養成事業については，男女共同参画や女性活躍推進に係る気運醸成の機会とし，県全体の底上げを
図るため，男女共同参画基本計画が未策定である自治体（３町）において研修会を行った。また，交流会により，サ
ポーター同士や女性活躍ネットワーク事業の構成団体等との交流や親睦の支援を行うことで，女性活躍推進の更な
る醸成が図られた。
④　女性活躍ネットワーク事業【新規】
　みやぎの女性活躍促進拠点モデル事業（H29～R1）の受託団体を始めとした,各地域に根差して男女共同参画や
女性活躍推進に関する活動を行っている団体・組織（以下，拠点）について，拠点間の連携を図るとともに，県と各拠
点同士の連携に市町村から共催として協力を得てセミナーを開催し，住民に身近な地元レベルから，男女共同参画
や女性活躍推進の県内全域における気運醸成を図られた。

「みやぎの女性活躍促進連携会議」構成団体（１５団体）：（一社）宮城県経営者協会，（公財）せんだい男女共同参
画財団，宮城県町村会，仙台経済同友会，仙台市，NPO法人イコールネット仙台，日本労働組合総連合会宮城県
連合会，宮城県漁業協同組合，宮城県商工会議所連合会，宮城県商工会連合会，宮城県中小企業家同友会，宮
城県中小企業団体中央会，宮城県農業協同組合中央会，宮城労働局，宮城県

10．担当者名及び連絡先
所属部署：宮城県環境生活部共同参画社会推進課
氏名：虎川　誠也
電話番号：０２２－２１１－２５６８　　　　　　　　　　　　　　　　　電子メールアドレス：danjyo@pref.miyagi.lg.jp

11．事業実施及び連携工程 様式４－１－１に記載

注５）「９．経費の内訳」において「他の寄付金等」がある場合は、備考欄に内容が分かるよう記載してください。
注６）本様式はＡ４で３枚以内としてください。また、適宜参考となる資料を添付してください。

地域女性活躍推進交付金実績報告書（都道府県分）

都道府県名：宮城県　　　　　　　　　　

１．事業名 地域女性活躍推進連携事業

２．実施期間 令和３年４月１日　～　令和４年３月３１日

３．事業の趣旨・目的

○意識改革（性別役割分業の固定的観念の打破）
○地域毎の効果的な施策の実施（都市部及び都市部以外での現状の違い及び意識の差について具体的な把握が
必要）
○企業や地域団体等との連携

注４）「９．経費の内訳」の交付決定事業について、「元年度補正予算」、「２年度予算」のいずれかを記載してください。

６．目標達成度及び
　　達成状況に対する評価

①開催回数２回（本体会議１回，担当者会議２回）女性活躍促進に関する事業（新規事業含む）についての審議や評
価の実施及び構成団体内での情報共有・情報交換等を行うことで，各団体との連携及び共通認識を図り，県内各地
における女性活躍関係イベント等の後援等の支援を行うことができた。また講話を行い，構成団体における男女共同
参画や女性活躍促進サポーター養成事業に係る見聞や知見を深める機会を設けるとともに，県における女性活躍促
推進の現状について共通認識を図ることができた。
②参加者６０社（認証企業のみ）（目標値５０名）：新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，オンラインによ
り実施したが，多くの参加者からは好評を得ることができた。
③実績７５名（目標値６０名）：新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響があったが，目標を超える参加申し込み
があり，参加者からも好評を得ることができた。
④セミナー等開催回数３回：地域のNPO等との連携に加えて，開催自治体（市町村）からは共催として協力を得ること
ができ，当初の予定通り３回開催し，７６名の参加者があった。参加者からの感想も好評であり，各拠点間，県と拠点と
の間における本格的な連携を始動することが出来た。

７．今後の課題

　③のサポーター養成事業については，都市部以外の地域では，講演会や研修会などの機会が極端に少ない。この
ため，”女性活躍推進”に関して見聞きする機会が少なく，そのような意識や考え方が全体的に浸透していない状況
である。宮城県では男女共同参画基本計画の策定率が他の東北６県と加えて低いことから，③の研修会を仙台市以
外で実施し，県内全域における底上げを図る必要がある。
　都市圏においては，「女性活躍推進」の理解や活動・取組が浸透しているが，地方においては言葉すら浸透してい
ない現状もあり，今後とも重点的に地方において事業を実施することにより，「女性活躍推進」の裾野を広げていきた
い。そのためには，個人や企業団体等の”意識改革”が必須であり，コロナ渦にあっても，その啓発のためには継続
的な地道な活動が必要である。
　「女性活躍ネットワーク事業」は，今年度からの本格的な連携を始めたが，各団体間，県と各団体との本格的連携の
一環として，イベント等を両者の主催により実施し，地域に密着して活動している各拠点との連携により，地域レベル
から男女共同参画や女性活躍推進に関する理解普及を図ることができた。ただ，各団体間における，マンパワーや
企画運営の経験など，少なからず差異が見受けられるため，連携を深めていくことにより，団体相互の組織力の向上
を図っていくことが重要と考える。
　新型コロナウィルス感染症の拡大影響の影響により，従来の方法による会議やセミナー等の開催の見直しが求めら
れていることから，次年度も検討を要する課題と考える。

８．事業の実施体制


